
 第11章　高齢者の安心・安全な日常生活
 　　　　を支える取組の推進

１　高齢者が安心して暮らすことができる地域づくりの推進

２　高齢者虐待及び権利擁護

３　家族介護者等への支援

この章では、地域の様々な団体が連携・協働した高齢者の見守りネットワ

ーク（絆ネット）の構築支援や、安心・安全な日常生活を支える取組の推

進、高齢者虐待への取組等について、基本的な考え方や施策の方向性を説

明します。
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第11章 高齢者の安心・安全な日常生活を支える取組の推進

１ 高齢者が安心して暮らすことができる地域づくりの推進

（１）「絆ネット」の構築や生活支援サービスの充実

この項目のポイント

▲

地域の様々な団体、組織が連携し、地域の高齢者等を見守るネットワークの構

築が必要

▲

見守りや生活支援活動を実施する社会福祉協議会、民生児童委員、ボランティ

ア団体、ＮＰＯなどの活動への支援が必要

【現状と課題】

□ 地域福祉活動として、社会福祉協議会、民生児童委員、ボランティアや住民組織などに

より、高齢者の日常生活を支える様々な取組が進められています。

□ 社会福祉協議会は、地域の福祉ニーズに応えるため住民参加による見守りや安否確認、

買い物支援や家事援助、配食サービスなどの活動を展開しています。

□ 民生児童委員は、住民の最も身近な相談相手として、住民の生活状況を日頃から全般的

に把握するとともに、「相談援助活動」、「福祉サービスの利用援助」など、地域に根ざし

たきめ細やかな活動を展開しています。

□ ボランティア、ＮＰＯ、住民組織等では、高齢者への配食、居場所づくり、友愛訪問、

送迎など多彩な活動が行われています。

□ 人と人とのつながりが希薄化する中で、地域の一人暮らし高齢者など、配慮が必要な方

々に対する見守り活動や生活支援を進めるためには、こうした地域で活躍する様々な団体

が、地域の課題を共有し、同じ問題意識の下で連携して取り組むことが重要です。

【今後の取組】

■ 地域のＮＰＯやボランティア団体、社会福祉協議会、民生児童委員、企業、商店、警察、

消防、行政など、地域の様々な活動団体と連携・協働した「見守り・支援ネットワーク」

＝「絆ネット」による多機関連携の見守り支援体制を推進します。

■ 生活に困窮する高齢者等については、「絆ネット」を活用した早期把握に努め、「生活
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第１１章

困窮者自立支援法」に基づき設置された「自立相談支援機関」などと連携し、早期の生活

支援等を実施します。

■ 例えば８０５０（ハチマルゴーマル）問題など、複合的かつ複雑な「絆ネット」では解

決が難しい課題に対しては、市町村が整備する包括的な相談体制である「重層的支援体制」

の構築に円滑に取り組めるよう支援を行います。

■ 高齢者の見守り活動や日常生活支援等に取り組むＮＰＯ、ボランティア団体や、そうし

た活動の実施に加え地域福祉の推進のための企画・調整を担う社会福祉協議会について、

組織力の向上や事業・活動を充実させるための支援を行います。

■ 高齢者に対するボランティア活動が継続的に展開されるよう、社会福祉協議会と連携し

ボランティア活動に関する情報提供やコーディネート等を促進します。

■ 民生児童委員と連携し、高齢者などの要配慮者への見守り活動の取組を進めるとともに、

民生児童委員の資質向上研修を実施します。

■ 運送車両の購入助成や運転者養成講習の開催など、福祉有償運送の実施を支援します。

■ ＩＣＴを活用した見守り等、多様な見守りのあり方を通じて、高齢者が安心して暮らせ

るまちづくりを推進します。

■ 人生100年時代を見据え、高齢になっても、年齢にかかわらず、それぞれの意欲や経験

・能力に応じて活躍できる場がそれぞれの地域に存在することが重要であり、市町村や社

会福祉協議会、京都ＳＫＹセンター、老人クラブ連合会、シルバー人材センター等、幅広

い関係団体が連携し、地域における多世代交流の場、世代を超えた活躍の場を創出し、高

齢者の多様な社会参加を促進して、高齢者自身が地域の担い手として活躍できる環境を整

備します。〔再掲〕
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（２）地域活動団体による取組の支援

この項目のポイント

▲

地域の課題解決に取り組み、暮らしに役立つサービスを提供できる地域活動団

体の活動の拡大

▲

活発化している民間の活動と行政や企業、大学等他のセクターとの協働・連携

による高齢者の健康福祉に関する課題解決機能の強化

【現状と課題】

□ 2007（平成19）年から始まった、地域力再生プロジェクト支援事業交付金は2018（平成

30）年度までの12年間で延べ７，６１５件となっており、活動のすそ野は拡がってきまし

たが、近年では、高齢者一人暮らし世帯の孤立化や地域の移動手段確保の困難化など、地

域課題が多様化・深刻化してきており、個々の活動だけでは対応が困難となるケースが増

加しています。

□ 今後の高齢者の健康福祉に関する課題については、地域活動団体だけでなく、地域住民

や周辺団体、企業、大学、行政などで共有し、地域の多様な主体が協働・連携していくこ

とで、それぞれの強みを活かしつつ、地域が一体となって課題解決に取り組んでいく必要

があります。

【今後の取組】

■ 地域力再生プロジェクトの理念を継承、発展させ、より具体的な連携・協働の仕組みと

して、地域活動団体が相互に協力し、地域活動が継続的なものとなるよう、周辺住民の協

力が得られる環境づくりや、他の団体や行政などとの連携・協働関係を作り上げることを

目指した「地域交響プロジェクト」を展開していきます。

■ 特に地域の中で日常的、継続的な支え合いが必要となる介護予防や高齢者の生活支援・

見守りなどの重要課題については、市町村や府の施策と連携・協働することによりその解

決を目指す「重点課題対応プログラム」として、交付金による支援だけでなく、活動団体

と行政とが直接意見交換する場である「パートナーシップミーティング」を開催すること

で、相互の関係性の構築やボランティアなど活動の担い手とのマッチングを支援します。

165



第１１章

（３） 高齢者の安心・安全な生活を支える取組の推進

① 高齢者が安心して消費生活を送るための支援

この項目のポイント

▲

地域での見守り活動ときめ細かな啓発活動の強化による高齢者の消費者被害の

未然防止

▲

高齢者が身近に相談できる消費生活相談窓口の支援

【現状と課題】

□ 消費者被害は、複雑化、多様化し、また悪質商法の矛先が高齢者等の社会的弱者に向

けられるなど、相談内容が深刻化しており、このため法律を活用した専門的な助言やあ

っせんを必要とする相談が増加しています。

□ 契約当事者が６５歳代以上となる相談の割合が高く（㉚３７．４％、元３８．４％(無

回答を除く)）、悪質な事業者が高齢者の健康や財産に対する不安、一人暮らしの孤独、

判断力の低下につけ込むなどのトラブルが多くなっています。また、ＳＮＳ上の広告等

をきっかけとしたトラブルが、利用者の増加とともに多くなっています。

□ 高齢者は、被害にあっていることを認識していない、自分が悪いと思って相談しない、

一人暮らしで相談する人がいないなど、被害が表面化しにくい傾向にあり、特に自宅か

ら出ることが少ない高齢者は、啓発が届きにくく、日中在宅しているため、悪質な訪問

販売や電話勧誘販売等による被害にあいやすくなっています。

□ 高止まりを続ける高齢者の消費者被害を防止するため、高齢者等に対する見守り活動

を一層強化するとともに、最新の手口情報や対処法等を地域できめ細かく周知すること

が必要となっています。

【今後の取組】

■ 京都府警察、市町村、福祉関係団体、事業者等地域の多様な主体とネットワークづく

りを進めながら、地域の見守り活動の強化を図ります。

■ 市町村等と連携し、きめ細かな啓発を行うとともに、地域での啓発活動を積極的に展開

し、特殊詐欺や悪質な消費者被害に対する啓発活動を強化します。

■ 身近なところで質の高い相談や救済が受けられるように、市町村の消費生活の相談窓

口の充実強化を支援します。
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② 高齢者の交通安全の確保

この項目のポイント

▲

高齢歩行者に対する交通安全教育、広報啓発、反射材普及やタイムリーな交通

安全情報の提供

▲

高齢運転者のおかれている環境等に応じた運転免許証の自主返納の促進及び参

加・体験・実践型の交通安全教育の実施と安全運転サポート車の普及啓発

【現状と課題】

□ 全交通事故死者数に占める高齢者の交通事故死者数の割合は、依然半数近くを占めてお

り、今後も増加していくことが懸念されます。

□ 歩行中の交通死亡事故の多くは高齢者が占めています。高齢者の行動の特性の理解や高

齢者保護の気運の醸成が必要です。高齢者自身の交通安全意識の高揚や、反射材の直接貼

付活動を行うことが必要です。

□ 高齢運転者の増加により、高齢運転者が交通事故の加害者になったり、単独交通事故が

増加していくことが懸念されます。運転免許証を返納しやすい環境づくりと運転を継続さ

れる方に対する交通安全指導が必要です。

【今後の取組】

■ 参加・体験・実践型の他、新しい生活様式に沿った非接触型の交通安全教育を行うとと

もに、関係機関や交通ボランティア等と協働した家庭訪問による個別指導などにより、対

象者の生活実態等を踏まえたきめ細やかな交通安全指導と夜間の交通事故防止のための反

射材の直接貼付活動を行います。

■ 運転に不安のある方や運転免許証を返納することが可能な環境にある方の運転免許証の

自主返納を促進するとともに、返納しやすい環境づくりや交通安全指導の強化、企業等と

連携した安全運転サポート車の普及啓発を行います。

■ 街頭啓発活動やＳＮＳ等各種広報媒体を活用した広報活動を行い、高齢者はもとより、

高齢者の家族に対してもタイムリーな交通安全情報を提供することにより社会全体で高齢

者保護の気運醸成と高齢者自らが交通安全行動を実践することができるように努めます。
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③ 高齢者のための防犯対策

この項目のポイント

▲

高齢者を対象とする犯罪被害対策に重点を置いた防犯指導や情報提供をタイム

リーに実施

▲

認知症等高齢者の行方不明時における早期発見・保護に向けた連携強化

【現状と課題】

□ 2019（令和元）年中、刑法犯総数は１５，１３６件で、うち高齢者被害総数は

１，５６８件（１０．４%）と前年対比１７１件の減少となっています。

□ 高齢者を被害者とする特殊詐欺、悪質商法等の犯罪が依然として高水準で推移している

ことから、引き続き、高齢者が被害に遭いやすい罪種に重点を置いた具体的で分かりやす

い防犯指導が必要です。

□ 2019（令和元）年中の６５歳以上の高齢者の保護件数は３，４４６件で、保護総数の

５７．５％を占めています。高齢者の保護は、2015（平成27）年から保護総数の５割を超

え、増加傾向にあります。（図表１１－１）

【図表１１－１ 京都府内の保護総数の推移】

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

保 護 総 数 4,871件 5,280件 5,341件 5,407件 5,991件

高齢者保護件数 2,441件 2,699件 2,917件 3,062件 3,446件

比 率 50.1％ 51.1％ 54.6％ 56.6％ 57.5％

□ 中でも、認知症高齢者の徘徊等による保護は２，９９０件で、高齢者の保護全体の

８６．８％を占めています。

【今後の取組】

■ 高齢者を対象とした防犯教室の開催や、府民協働防犯ステーション参画の防犯ボランテ

ィア団体等と協働した戸別訪問等により、きめ細やかな防犯指導を推進します。

■ 事業者による防犯ＣＳＲ活動を促進し、高齢者の見守り活動や、高齢者が特殊詐欺や悪

質商法の被害に遭わない環境づくりを推進します。

■ 高齢者向けの防犯情報をタイムリーかつ積極的に発信し、犯罪被害の未然防止、拡大防

止を推進します。

■ 京都府内の全市町村において策定された「認知症高齢者等の行方不明時における早期発

見及び身元不明者の身元確認に関する連携要領」に基づき、認知症高齢者等の行方不明者
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を早期に発見、保護するための取組を推進するなど、関係機関における更なる連携強化に

努めます。
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④ 高齢者のための防災対策

この項目のポイント

▲

高齢者が安全かつ安心して避難できる体制の構築が必要

▲

防災対策に関する知識の普及や意識の啓発が必要

【現状と課題】

□ 近年、大規模災害は毎年発生し、多くの犠牲者が出る中、おおむね６割以上が高齢者と

なっています。

□ 2016（平成28）年台風第10号による水害では、高齢者施設で入所者全員が亡くなり、 
2020（令和２）年九州南部での豪雨被害では、高齢者施設で一部入所者が逃げ遅れ亡くなる

など深刻な被害が発生しています。

□ 風水害や津波災害等の自然災害に対しては、早めの避難が重要です。このため、全ての市

町村において、「避難準備・高齢者等避難開始」の趣旨を周知するとともに、適切な時期で

の発令ができるよう客観的な避難判断基準を設定すること、また災害時に配慮が必要な高齢

者の把握や防災訓練の実施等の対策が求められます。

□ 特に、発災初期の避難、救出・救助活動においては、「自助」、「共助」の活動が必要とな

ることから、府民一人ひとりが的確に行動し、地域の防災力を高めるため、日頃からの備え

と防災対策に関する知識や意識の啓発が求められます。

□ 併せて、避難所での生活はプライベートが無く、支援の担い手も限られるため、避難生活

に特に配慮を要する高齢者への支援が不足します。日頃の備えとして、避難所の環境整備も

求められます。

【今後の取組】

■ 高齢者施設等では、介護保険法等の関係法令において非常災害計画の作成及び避難訓練

の実施が義務づけられており、集団指導や実地指導においてその徹底を進めているところ

です。2019（令和元）年３月時点で京都市を除く府内高齢者施設において計画策定率は

７３．３％、避難訓練の実施率は７５．９％となっており、更なる徹底を図ります。

■ 市町村地域防災計画に定められた洪水等の浸水想定区域内又は土砂災害警戒区域内の高

齢者施設については、関係法令に基づく避難確保計画の策定、避難訓練の実施が義務づけ

られており、市町村や防災関係部局と緊密に連携し、計画策定を支援します。

■ 災害時に配慮が必要な高齢者等を対象とした名簿（避難行動要支援者名簿）及び個別避

難支援計画の作成支援を進めます。
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■ 誰もが安心して避難所で避難生活を送ることができるよう避難所をユニバーサルデザイ

ンで設営できるよう促進するため、避難所の指定・開設等の責任を担う市町村との連携を

進め災害時の要配慮者対策推進を図ります。

■ 避難所において高齢者等の避難者の二次被害を防ぐために対応できる体制を整えるた

め、人材育成として福祉避難サポートリーダー及び災害派遣福祉チーム（京都ＤＷＡＴ）

の養成を進め、防災訓練や講演会の開催等を通じ、府民の防災意識の向上、取組の推進を

図ります。
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⑤ 高齢者のための防火対策

この項目のポイント

▲

各市町村と連携し防火安全の取組を実施

▲

各市町村において、火災からの逃げ遅れを防ぐため、住宅用火災警報器の設置を

促進

【現状と課題】

□ 建物火災による死者数のうち、約８割は住宅火災によるものであり、このうち、約７割

は６５歳以上の高齢者が占めています。

□ 住宅火災の死者数を要因別にみると、逃げ遅れが約５割を占めています。

□ このため、高齢者に対する防火安全の取組を引き続き実施することが必要です。

また、火災からの逃げ遅れを防ぐため、住宅用火災警報器の完全設置促進が必要です。

（図表１１－２）

【図表１１－２ 住宅用火災警報器の設置率】

設置率

京都府 ８７．９％

全国平均 ８２．６％

注：数値は消防庁調査（2020（令和2）年7月時点）による

□ 適切な作動を確保するためには、定期的な点検や老朽化した機器の交換が必要です。

【今後の取組】

■ 府内の各市町村と連携し、防火安全に関する積極的な広報啓発に努めます。

■ 府内の各市町村において、住宅用火災警報器の未設置世帯に対する設置促進の取組を進

めるとともに、機器の交換や定期的な点検の必要性について周知を図ります。
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⑥ 福祉のまちづくりの推進

この項目のポイント

▲

福祉のまちづくり条例により、高齢者や障害者をはじめとして、すべての人が

安心して快適に生活できるまちづくりの実現を目指す

▲

みんなでつくる「あったか京都」推進指針（京都府ユニバーサルデザイン推進指

針）を策定し、共に支え合い共に生きる社会の実現を目指す

【現状と課題】

□ 「京都府福祉のまちづくり条例」に基づき、多数の人が利用する建築物や道路、公園等の

整備に際して、基準に適合するよう指導しています。

・整備基準適合証交付件数：２，５３５施設（2020年３月末現在）

□ 歩行が困難な方に対して共通の駐車場利用証を交付し、車いすマークの駐車場を利用しや

すくする「京都おもいやり駐車場利用証制度（パーキングパーミット制度）」を実施してい

ます。

・協力駐車場施設数：１，５３２施設（2020年３月末現在）

□ ホームページ「人にやさしいまちづくり」によりユニバーサルデザイン情報を提供してい

ます。

・掲載施設数：２，１５４施設（2020年９月末現在）

□ 2009（平成21）年にみんなでつくる「あったか京都」推進指針（京都府ユニバーサルデザ

イン推進指針）を策定し、ユニバーサルデザインの推進にとりくんでいる。

・ユニバーサルデザインを知っている人の割合:５９．８％（2020年６月末現在）

【今後の取組】

■ 誰もが利用しやすい建築物、道路、公園等の施設整備を促進します。

■ 「京都おもいやり駐車場利用証制度」の普及啓発を進めます。

■ ユニバーサルデザイン情報を適時・適切に入手し活用できるよう情報の充実を図りま

す。

■ ユニバーサルデザインの考え方の普及啓発を進めます。
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⑦ 感染症対策の推進

この項目のポイント

▲

高齢者が安心して介護サービスを利用できるよう、また、感染リスクなどで緊

張感を持って業務に当たっておられる介護職員等の負担が軽減できるよう、市町

村や関係団体と連携し、新型コロナウイルス感染症をはじめとした感染症対策を

推進

【現状と課題】

□ 高齢者は感染症の重症化リスクが高いため、入所施設においては、感染症を施設内に持

ち込まない、また、施設内で感染を拡大させないことが重要です。

□ また、万一施設内で集団感染が発生し、介護職員等が感染者や濃厚接触者となった場合

でも、サービスの提供を継続できるよう、人員確保の取組が求められます。

□ 集団感染が発生した施設では、職員の感染防止対策の習熟度に課題が見られたことか

ら、感染症対策の基本知識や感染リスクを低減したケアの方法等について、周知・徹底

していくことが必要です。

□ このような中、自身が感染する恐れや、自身が利用者や家族に感染させてしまうのでは

ないかという不安を持ちながら業務にあたっている、介護職員等の心身のケアも必要です。

【今後の取組】

■ 市町村や関係団体等とも連携し、感染予防や感染拡大防止のためのマスク、ガウン、消

毒液等の衛生資材の供給・備蓄を進めます。

■ 施設内での感染拡大防止のため、多床室の個室化や簡易陰圧装置・換気設備の導入に加

え、入所者と面会者をアクリル板等により遮断した家族面会室の整備、各ユニット（生活

単位）への玄関室の設置などゾーニング環境の整備を支援します。

■ 2020(令和２)年度に締結した「感染発生時における介護職員の相互応援協定」に基づき、

感染症により職員が不足した場合の応援体制の構築や円滑な運用を図ります。

■ 国が策定した「介護現場における感染対策の手引き」に基づき、介護職員に対する感

染症研修や日々のケアにおける感染防止策の徹底など、施設・事業所における感染予防

の取組を支援します。

■ 施設・事業所に対する集団指導や個別指導を通じて、各事業所の感染症対策計画や業務

継続計画（ＢＣＰ）の整備、感染症発生を想定した訓練の実施等を支援します。
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■ 介護サービスの提供は、対面・接触が多く、様々な介助を通した職員への感染が懸念さ

れるため、感染リスクを低減した新たなケアの方法を普及するため、感染症対策の指導役

となる看護師を養成します。

■ 感染事例が発生した場合や、感染リスクが高い者との接触による介護職員等の心身の負

荷に対する支援を行うことを目的として、国や施設団体等が設置するメンタルヘルス相談

窓口を広く周知するなど、介護職員等の心身の負担の軽減を図ります。
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２ 高齢者虐待及び権利擁護

（１）高齢者虐待等への対策

この項目のポイント

▲

虐待の早期発見・早期対応・未然防止の取組

【現状と課題】

□ 高齢者虐待防止法に基づく調査結果では、要介護施設従事者等、養護者による虐待件数

共に増加傾向にあり、特に養護者による虐待件数は６００件を超えています。

（図表１１－３）

【図表１１－３ 高齢者虐待の状況（京都府）】

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

要介護施設従事 相談・通報件数 2 5 14 9 33 35 93 64 79

者等による虐待 認定件数 0 1 3 2 9 9 18 37 14

養護者による虐 相談・通報件数 561 636 714 777 817 931 983 1,125 1,213

待 認定件数 417 425 472 490 521 634 663 665 599

注：府の高齢者虐待防止法に基づく調査による

□ また、虐待類型では「身体的虐待」が約７割を占めています。（図表１１－４）

【図表１１－４ 高齢者虐待の類型（京都府：2019（R1）年度）】

身体的虐待 61.6％

介護・世話の放棄・放任 22.7％

心理的虐待 42.1％

性的虐待 1.0％

経済的虐待 16.0％

注１：府の高齢者虐待防止法に基づく調査による（養護者虐待）

注２：合計が１００％にならないのは、１件の事例で複数の虐待種別をカウントしているため

□ 高齢者の虐待を早期に発見し、未然に防止するためには、高齢者に接する機会の多い介

護支援専門員・訪問介護員や地域包括支援センター職員等が高齢者虐待に関する十分な認

識を持っておく必要があります。

□ また、高齢者への虐待防止や早期発見、虐待を受けた高齢者や養護者に対する適切な支

援を行うためには、市町村において、地域包括支援センターを中心に関係機関や団体等と
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の連携体制（高齢者虐待防止ネットワーク）を構築することが求められています。

□ 京都府では、高齢者虐待対応の窓口となる市町村の取組を支援するため、2012（平成24）

年度に、「京都府障害者・高齢者権利擁護支援センター」を設置し、専門職団体と連携・

協力し、法的な専門知識等が必要な虐待事案に対する専門職チームの派遣、市町村からの

相談への助言等を行い、市町村をきめ細かく支援しているところです。

・2015（平成27）年度 相談件数 ２０４件 派遣件数 ２３件

・2016（平成28）年度 相談件数 ２３５件 派遣件数 ２１件

・2017（平成29）年度 相談件数 ２４４件 派遣件数 １９件

・2018（平成30）年度 相談件数 ２６１件 派遣件数 ２５件

・2019（令和元）年度 相談件数 ３０９件 派遣件数 １５件

【今後の取組】

■ 「京都府障害者・高齢者権利擁護支援センター」を核として、市町村をはじめとする関

係機関や関係者と一層連携・協力して、引き続き高齢者への虐待の未然防止、早期発見・

早期対応、再発防止などの取組を推進します。

■ 高齢者施設等における虐待案件については、関係者からの通報等に基づき、保健所及び

市町村が合同で立入検査等を行い、市町村が虐待認定を行うとともに、重大な案件につい

ては府において介護保険法による改善勧告を行い、改善計画書の提出を求めて継続的な指

導を行います。

■ 高齢者施設・事業所に対して、高齢者の人権の擁護、虐待防止のための委員会の開催、

指針の整備、研修の実施を義務づけ、施設・事業所における虐待防止の取組を徹底します。
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（２）身体拘束ゼロへの取組

この項目のポイント

▲

身体拘束廃止のための取組

【現状と課題】

□ 介護保険施設等における身体拘束については、入所者の生命又は身体を保護するために

緊急やむを得ない場合を除き、原則として許されるものではなく、禁止されています。

□ 2018（平成30）年度調査では、2018（平成30）年度中に身体拘束を実施していた対象

施設等は１０５施設等であり、有効回答施設等の１４．２％を占めています。

□ 有効回答施設等全体で、３８１人に対し、延べ１，７９２件で、生命又は身体を保護

するため緊急やむを得ず、身体拘束の手続きが実施されたと確認されています。

うち、身体的拘束は１６０人に対して９７２件、身体拘束の実施態様の主な内容は、「ミ

トン型手袋等」の使用が３３％を占め一番多く、以下順に「ベッド柵」「介護衣等」「Ｙ

字型拘束帯等」となっています。

また、「玄関の扉を施錠」「ベッドからの転落防止に備えセンサーマットを使用」等、

その他入所者の行動を制限する行為が、２２１人に対し８２０件となっています。

□ 2018（平成30）年度の介護報酬改定では、施設毎に身体拘束廃止委員会等の定期的な開

催や指針の作成を義務づけ、未実施の場合の減算が強化されています。

【今後の取組】

■ 身体拘束ゼロを目標に、介護保険施設やその関係団体等へ、研修の実施等により施設職

員の意識改革や施設全体の取組が促進されるよう引き続き支援や助言（指導）に努めます。

■ 例えば、食事の際の車イスのテーブルへの押しつけや前掛けをテーブルと食事トレーで

挟むなどに見られる、身体拘束に該当することに気づかずに行うおそれのある行為なども

含め、施設介護従事者に対し身体拘束に係る正しい理解を促進し、意識啓発を図っていき

ます。
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（３）高齢者の権利擁護の促進

この項目のポイント

▲

成年後見制度や福祉サービス利用援助事業の活用促進の取組

【現状と課題】

□ 近年、認知症高齢者等を狙った悪質な事件等が頻発しており、また日常生活上の様々な

判断や手続、金銭管理に援助が必要な高齢者も多くなっていることから、高齢者の権利擁

護に関心が高まっています。

□ 京都府では、市町村や家庭裁判所と連携し、成年後見制度の普及啓発等に取り組むとと

もに、「京都府障害者・高齢者権利擁護支援センター」において、専門職団体と連携・協

力し、市町村職員を対象とした制度の活用に関する検討会等を開催するなど、制度の利用

促進の取組を進めています。

□ その結果、身寄りのない重度の認知症高齢者等について市町村長が申立てを行う取組は

一定活用されるようになりましたが、制度の利用手続きの繁雑さ等もあり、依然として、

十分に活用される状態には到っていません。（図表１１－５）

【図表１１－５ 市区町村長による成年後見事件（※１）の申し立て件数（最高裁判所）】

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
(H24) (H25) (H26) (H27) (H28) (H29) (H30) (R1)

市区町村申立 全国 4,543 5,046 5,592 5,993 6,466 7,037 7,705 7,837

件数 京都（※２） 136 182 150 164 160 165 185 153

注：最高裁判所による成年後見関係事件の概況による

（※１）後見開始、保佐開始、補助開始及び任意後見監督人選任事件をいう。

（※２）京都家庭裁判所管内の申立数

□ 判断能力が十分でない認知症高齢者等の福祉サービスの利用を援助するため、社会福祉

協議会において福祉サービス利用援助事業（日常生活自立支援事業）が実施されています。

（2016（平成28）年度利用者数１，８１６人）また、低所得の方（市町村民税非課税）に

も利用していただけるよう、府独自で利用料の公費負担を行っています。

【今後の取組】

■ 「京都府障害者・高齢者権利擁護支援センター」を核として、引き続き成年後見制度の

利用促進に努めるとともに、市民後見人の養成の促進など、市町村の権利擁護に係る取組

をきめ細かく支援していきます。

また、家庭裁判所等と連携し、市民後見人の養成やその活動を支える仕組みづくりや、

市町村単位又は複数の市町村単位で設置を進めることとされている中核機関設立へ向けた
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支援を行い、成年後見が必要な方へ十分な支援が行き渡るように努めます。

■ 判断能力に不安のある方も福祉サービスを適切に利用できるよう、制度の更なる普及・

拡大に向けて市町村社会福祉協議会と連携し、福祉サービス利用援助事業の広報・相談受

付に努めます。

第１１章

180



３ 家族介護者等への支援

この項目のポイント

▲

介護離職ゼロに向けた取組の推進

▲

家族介護者の負担軽減

【現状と課題】

□ 高齢化の進行により要介護認定者数が増加し続ける中、家族の介護・看護を理由に離職し

た雇用者数は全国で約１０万人にのぼり、うち約７割以上を女性が占めています。

（図表１１－６）

【図表１１－６ 介護・看護を理由に離職した人数（全国）】

出典：令和２年版 高齢社会白書

□ ４０代、５０代の働き盛り世代が介護を理由に離職することは、企業・社会活動にとっ

て大きな影響を及ぼすとともに、離職者の経済基盤の不安定化や、地域との繋がりの不足

による家族介護者の孤立化、家族介護者への過度な負担の集中などの様々な問題に繋がる

可能性があり、介護離職ゼロに向けた仕事と介護の両立支援の取組を推進する必要があり

ます。

□ また、晩婚化等により介護と育児を同時に行うケース（ダブルケア）が増加しており、

育児と介護の両立支援も不可欠です。
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□ 障害・病気のある親や祖父母の介護、兄弟の世話などを行うヤングケアラーは、悩みを

一人で抱え込むことが多く、介護等の過度な負担から、学校に通うことが困難になるなど、

学業や進路などへの影響も懸念されることから、教育や福祉等が連携した支援が求められ

ます。

【今後の取組】

■ ショートステイや認知症デイサービスをはじめとした地域密着型サービスなど、家族・

介護者等の負担軽減のために必要なサービスの整備を推進するとともに、市町村による家

族介護支援事業（介護教室・研修会、家族介護者交流・リフレッシュ、介護者の健康相談

等）の充実を促進します。

■ 地域包括支援センターや認知症コールセンター等による、家族介護者に対する相談支援

体制の充実を図ります。

■ 認知症リンクワーカーの活動や、本人の意思決定を家族とともに多職種が支援するアド

バンス・ケア・プランニング（愛称：人生会議）の普及等、専門職による本人・家族に寄

り添った支援の充実を図ります。〔再掲〕

■ 仕事と介護等の両立や、育児と介護（ダブルケア）の両立等について、ケアマネジャー

をはじめとした医療・介護スタッフの理解を深めるとともに、地域包括支援センターや子

育て世代包括支援センター等の連携を進め、多職種・多機関が協働で本人と家族を支える

体制の構築を進めます。

また、ダブルケア経験者をピアサポーターとして養成、地域の居場所へ派遣する取組を

進め、相談体制の強化を図ります。

■ 若くして家族の介護や世話などを行うヤングケアラーについて、学業や進路などへの深

刻な影響が生じることのないよう、京都府総合教育センターや家庭支援総合センター、児

童相談所、精神保健福祉総合センター等において相談・支援を行うとともに、児童や家庭

の状況に応じて、スクールカウンセラーやまなび・生活アドバイザーによるサポートや、

ケースワーカー、ケアマネジャーなどが連携し、適切な支援を行います。

■ ヤングケアラーに関する国の実態調査の結果を踏まえ、海外や他府県、民間の先行事例

も参考にし、行政と住民との連携による幅広い支援策を検討します。
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